
 

1 

 

財務諸表に対する注記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

  継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況はありません。 

 

２．重要な会計方針 

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    たばこ … 売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法により算定）によっています。 

    蛍光管 … 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）によっています。 

（2）固定資産の減価償却の方法 

建物については平成 10年 3月 31日以前に取得したものは定率法、平成 10年 4月 1

日以降取得したものは定額法により、建物付属設備及び構築物については平成 28年

4 月 1 日以後に取得したものは定額法でその他は定率法、器具備品については定率

法、その他無形固定資産は定額法によっています。 

（3）引当金の計上基準 

退職給付引当金 ………… 職員の退職金の支給に備えるため、規程に基づく期末退

職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上して

います。 

役員退任慰労金引当金 … 役員の退任慰労金及び退任手当の支給に備えるため、規

則に基づく期末要支給額を計上しております。 

（4）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込処理を行っています。 

  

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

 （1）該当する基本財産はありません。 

（2）特定資産の増減額及びその残高は次のとおりです。         （単位：円） 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

建設預り資産 26,876,000 0 1,027,000 25,849,000 

退職給付引当資産 5,389,800 633,000 0 6,022,800 

修繕積立資産 51,107,587 10,000,000 0 61,107,587 

合 計 83,373,387 10,633,000 1,027,000 92,979,387 

 

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

 （1）該当する基本財産はありません。 
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（2）特定資産の財源等の内訳は次のとおりです。 

                                                           （単位：円） 

科 目 当期末残高 

（うち指定正

味財産からの

充当額） 

（うち一般正

味財産額から

の充当額） 

（うち負債に対応

する額） 

建設預り資産 25,849,000 ― ― (25,849,000) 

退職給付引当資産 6,022,800 ― ― (6,022,800) 

修繕積立資産 61,107,587 (  －   ) (61,107,587) ― 

合 計 92,979,387 (  －   ) (61,107,587) (31,871,800) 

  

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりです。 

（単位：円） 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建 物 223,745,301 223,734,618 10,683 

建物付属設備 168,870,325 156,760,075 12,110,250 

構築物 9,907,686 9,506,344 401,342 

器具備品 17,414,552 16,487,078 927,474 

土 地 84,110,705 ― 84,110,705 

その他無形固定資産 525,000 524,999 1 

    

合 計 504,573,569 407,013,114 97,560,455 

 

６．重要な後発事象 

  重要な後発事象はありません。 

 

７．その他 

  今年度より、勘定科目の呼称を公益法人会計基準の例示及び一般的な会計用語に合わ

せ以下のとおり変更いたしました。 

   「仮払金」→「前払金」、「仮受金」→「預り金」、「納税充当金」→「未払法人税等」 


